












































































































































































































































































































































































































　　　　―――― × 20 ＝ △ 80
　　　　   100
　みなし配当の金額は、交付を受けた金銭等の額から取得資本金額に対応する
部分の金額を控除した金額であり、次のとおりとなる。
　 　　　500 －（△80）＝ 580
　このような事態は、法人株主にとっては受取配当益金不算入制度によって救
われると考えられるが、個人株主にとっては、交付を受けた金銭等の額（500）
以上のみなし配当の額（580）が課税されることになり不合理な結果となる。
　そこで、平成19年の改正により、法人税法施行令第８条第１項第20号及び同
第23条第１項第４号の規定に、「当該直前の資本金等の額又は連結個別資本金
等の額が零以下である場合には、零」という一文が括弧書きで加えられた。こ
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の改正によって資本金等の額がマイナスの場合は、みなし配当の額は交付を受
けた金銭等の額の範囲内で打ち止めされることとなった。
　この措置は自己株式の取得以外の非適格分割型分割、適格分割型分割、資本
の払戻しについても講じられることとなった。
10．マイナスの利益積立金の問題
　まず、自己株式を取得した場合にみなし配当が生ずる事例について検討を
行う。
　（1）１株当たりの時価が8000である発行法人（資産5200、資本金等の額
5000、利益積立金200、含み益2800　いずれも１株当たり）が、自己株
式を１株当たり8000の対価で取得した。
　（2）法人株主がその株式を１株当たり7000で取得していたとすれば仕訳は次
のとおりとなる（みなし配当は源泉徴収されるが、ここでは省略）。
　　　　　　現金　　　8000　　　　　　　　株式　　　　 7000
　　　　　　譲渡損　　2000　　　　　　　　みなし配当　 3000
　ここでみなし配当は、交付を受けた金銭等の額が株式又は出資に対応する部
分の金額（取得資本金額）を超える金額であり、8000－5000＝3000となる。
　株式の譲渡損は、株式の譲渡の対価（みなし配当控除後の金額 15 ）から帳簿
価額を控除した金額であり（法法61条の２①）、8000－3000－7000＝△2000
となる。
　このような計算方式を採用したのは平成13年の法人税法改正後からである
が、それ以前のみなし配当は、株主等が交付を受けた金銭等の額が帳簿価額を
超える場合のその超える金額のうち資本等の金額からなる部分の金額以外の金
額とされていた (旧法24①)。しかしながら、法人がその活動により稼得した利
益を還元したと考えられる部分の金額の有無や多寡は、本来、株主等の株式の
帳簿価額とは関係がないことから、平成13年度改正によりこの帳簿価額を基準
とする取扱いは廃止された。16 　
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　自己株式に伴うみなし配当制度は平成13年６月の法人税法改正によって登場
したものであり、平成13年以前の考え方により計算し直すことは問題があると
ころであるが、あえて計算すると、みなし配当は200 17 、株式の譲渡益は800
ということになる。
　平成13年の改正後、みなし配当は、帳簿価額とは何ら関係はなく、株主等が
交付を受けた金銭等の額が株式又は出資に対応する部分の金額（取得資本金額）
を超える金額であるとされたことは理論的には正しいとしても、みなし配当は
改正前に比べると含み益の金額だけ増加しており、株式の譲渡損も同額だけ増
加する結果となった。また、利益積立金の残高はマイナス2800となる。
　このような事例は、含み益が多いが利益積立金の少ない会社が自己株式を取
得したという特殊な場合ともいえるかもしれないが次のような問題がある。
　まず、受取配当等の益金不算入の規定は、法人税が課されたうえに、課税済
みの利益積立金から配当をした場合その配当金にも課税すると二重課税となる
のでそれを排除する目的で設けられた制度である。したがって、法人税を課税
済みの利益積立金を原資として配当するのであれば受取配当等の益金不算入等
の制度を利用することは何ら差し支えないが、未だ法人税が課税されていない
資産の含み益の部分までも受取配当等の益金不算入等の対象とすることには問
題がある。含み益がみなし配当とされるのは自己株式の取得の場合に限らず、
非適格合併、非適格分割等の場合にも当てはまることである。
　次に、先の事例で税務上の所得は、受取配当等の益金不算入の割合が現行で
は50％であることから、3000×50％―2000＝△500となる。このように法
人の所得を減少させることは、個人の場合配当控除があるにしても配当所得の
取扱いに比して、優遇していることになり不公平である。
　以上のことからみなし配当は利益積立金の範囲以内にとどめるという法改正
が必要である。
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おわりに
　会社法施行後会社計算規則では資本と利益の混同を認めてないが、資本金及
び資本準備金をその他資本剰余金に振替えるには債権者の同意を条件に認めら
れている。そして、その他資本剰余金を分配可能額の範囲以内であれば配当に
回すことには問題はない。その他資本剰余金から配当が行われていくとすれば、
その他資本剰余金とその他利益剰余金の振替を禁止している意味がないのでは
ないかとも考えられ。ただ、会社法制定に当たってその他資本剰余金とその他
利益剰余金の振替を禁止するのは何のためか確信がもてず、会社計算規則にそ
の取扱いを委ねたとも推測される。
　委任規定が会社法に設けられていないにもかかわらず、会社計算規則におい
て資本剰余金と利益剰余金の混同を禁止したことに対する批判が強い。18 しか
しながら、会計法規は、法人税法22条４項と同様に、一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準その他企業会計の慣行を斟酌しなければならないものであ
るから、各種意見もあるが、筆者としては資本剰余金と利益剰余金の混同を禁
止することに異論を唱えるものではない。
　斉藤静樹企業会計基準委員会委員長は「近年の商法改正は、資本制度のもと
での配当制限を、払込資本か留保金かの問題から、債権者が保護されるかどう
かというこの制度の原点へ回帰させた。法定の手続きを踏めば払込資本でも配
当財源に振替えられるのであれば、留保利益との区分は少なくとも法律上は本
質的な意味をもたないことになる。会社財産の分配をめぐる法律上のニーズが
なくなったとき、会計上の剰余金区分もまた現実的な有用性を失うのか、それ
とも配当規制とは別の意味をもつのか、もつとしたらどのような役割か、この
問題は会計情報の利用目的にてらしてあらためて検討される必要があろう。」 19
と述べられている。その他資本剰余金とその他利益剰余金の振替を禁止してい
る意味がどこにあるのか財務諸表の情報提供の役割に振り返って今一度根本か
ら検討してみる必要がある。
　税務の立場から言えば、法人税法では株主が拠出した資本金等の額と利益積
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立金を峻別しておかないと、課税関係に大きく影響してくる。すなわち、株主
にとっては同じ金銭の受領であっても資本金等の額の払戻しに対応する部分は
課税されないが、利益積立金からの払戻し部分は配当となり課税を受ける（受
取配当の益金不算入なり配当控除なりの二重課税の調整が必要となってくる）
という違いがあるからであり、区分する目的ははっきりしている。
１　自己株式処分差益（計規37②）、資本金・資本準備金の取崩し額（計規50①）合併、
分割に際しての相手からの引継ぎ額（計規62①、66①）などである。 
２　郡谷大輔他『会社法の計算詳解』267頁（中央経済社　平成18年）
３　岩崎友彦「資本金の額の増加と減少」『会社法大系３巻』386頁（青林書店 平成20年）
４　尾崎安央「剰余金区分原則の会社法的意義」企業会計59巻２号38頁
５　秋坂朝則「会社計算規則における剰余金区分の原則」企業会計58巻６号28頁
６　中野百々造『会社法務と税務』1093頁（税務研究会出版局　平成18年）
７　武田隆二『法人税法精説』936頁（森山書店　平成16年）
８　江頭憲治郎『株式会社法』596頁（有斐閣　2006年）
９　田宮治雄「資本剰余金と利益剰余金を区分する意義の再考察」企業会計59巻２号42頁
10　株式の消却とは、会社の存続中に株式を消滅させることをいい、これによって既発
行の株式が消滅するため、会社の発行済株式総数が減少することになる。会社法178
条では「株式会社は、自己株式を消却することができる」とされており、株式の消
却は、自己株式の消却として行なわれることになる。その結果、株式の消却につい
ては以前の強制消却はなくなり、いわゆる「任意消却」の方法のみとなった。なお、
自己株式の取得又は売却によっては発行可能株式総数や発行可能種類株式総数は変
更しない。
11　大島恒彦　「資本金等の計数変動と税務（下）」旬刊国税解説速報　1703号　19頁　
12　成道秀雄　「剰余金の分配」　税研　2007年７月号　53頁
13　この通達は平成18年に廃止されている。
14　中野百々造『会社法務と税務』615頁（税務研究会出版局　平成14年）
15　有価証券の譲渡の対価には、売却代金以外にみなし配当の金額が含まれているので、
譲渡の対価からみなし配当の金額を先取りしたうえで譲渡損益の計算が行われる。
16　高田次郎『改正税法のすべて　平成13年版』大蔵財務協会　113頁
17　平成13年以前において利益積立金は、法人税が課税済みの留保金であり、それが他
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に移転する時（資本金に組入れられる時を含む）に、配当（みなし配当）が発生す
るとされていたので、この場合のみなし配当は利益積立金の残高を限度とする。
18　江頭憲治郎『株式会社法』　599頁、603頁（有斐閣　2008年）
19　斉藤静樹「新会計基準と基準研究の課題」企業会計　58巻１号22頁
（くろだ　のぶお　本学教授）
